
第１款　特別区税

　特別区税は、納税義務者数の増による特別区民税の増と特別区たばこ税が年間消費数 量の減少により減収となることとの相殺により、対前年度比２．２％の増で、約４

億円の増となっています。

　 千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

第１項　特別区民税 15,436,168 14,842,452 593,716

主な増減 現年課税分 15,166,851 14,596,629 570,222 納税義務者数の増による増

　 　 　 　

第２項　軽自動車税 54,437 53,902 535 　

主な増減 現年課税分 52,944 52,489 455 過去の登録台数実績を参考に計上

　 　 　 　

第３項　特別区たばこ税 3,122,389 3,315,372 △ 192,983

主な増減 現年課税分 3,122,388 3,315,371 △ 192,983 過去のたばこ販売実績を参考に計上

（参考）  

　　年間消費数量　 　税率（千本あたり）

　　    951,893千本（対前年度比　59,142千本の減） 　　平成１８年７月から　　旧３級品国産たばこ　　　　　　1,564円

　　　　　　　　　　　　  旧３級品以外国産、外国たばこ　3,298円

第４項　入湯税 1,642 1,095 547

主な増減 現年課税分 1,642 1,095 547 過去の入湯客数実績を参考に計上

税率　入湯客１人１日　150円

　 　 　 　

第２款　地方譲与税

　地方譲与税は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比８．２％の減で見込 み、約４千万円の減となっています。

　 千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

第１項　自動車重量譲与税 304,941 332,542 △ 27,601 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

　 　 　 　

歳 入 予 算 款 別 説 明

項　　　目

項　　　目



　 千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

第２項　地方道路譲与税 112,197 121,821 △ 9,624 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

第３款　利子割交付金

　利子割交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比４０．３％の減で 見込み、約２億２千万円の減となっています。

　 千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

322,103 539,536 △ 217,433 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

第４款　配当割交付金

　配当割交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比６１．３％の減で 見込み、約１億２千万円の減となっています。

千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

73,703 190,448 △ 116,745 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

　 　 　 　 　 　

第５款　株式等譲渡所得割交付金

　株式等譲渡所得割交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比７４． ７％の減で見込み、約９千万円の減となっています。

　 千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

28,870 114,109 △ 85,239 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

第１項　利子割交付金

第１項　配当割交付金

項　　　目

項　　　目

第１項　株式等譲渡所得割交付金

項　　　目

項　　　目



第６款　地方消費税交付金

　地方消費税交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比１２．７％の 増で見込み、約４億円の増となっています。

千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

3,525,531 3,128,244 397,287 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

　 　 　 　 　 　

第７款　自動車取得税交付金

　自動車取得税交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比３２．３％ の減で見込み、約１億６千万円の減となっています。

千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

330,016 487,468 △ 157,452 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

　 　 　 　 　

第８款　地方特例交付金

　地方特例交付金は、「第１項　地方特例交付金」及び「第２項　特別交付金」、いず れについても、平成２０年度交付実績額と同額を計上しました。この結果、地方特例

交付金は、対前年度比８４．６％の増で見込み、約１億３千万円の増となっています。

千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

177,646 47,900 129,746 平成２０年度交付実績額と同額を計上

105,547 105,547 0 前年同

　

第１項　地方消費税交付金

項　　　目

項　　　目

第１項　地方特例交付金

項　　　目

第１項　自動車取得税交付金

第２項　特別交付金



第９款　特別区交付金

　特別区財政調整交付金は、都区財政調整の当初フレーム等を参考に対前年度比７．８ ％の減で見込み、２６億円の減となっています。

第１項　特別区財政調整交付金 千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

28,300,000 30,900,000 △ 2,600,000 普通交付金総額９，０００億円を参考に計上

　 　 　 　

2,500,000 2,500,000 0 前年同

　 　 　 　 　 　

第１０款　交通安全対策特別交付金

　交通安全対策特別交付金は、都区財政調整の当初フレームを参考に対前年度比２．３ ％の増で見込み、約百万円の増となっています。

千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

38,376 37,513 863 都区財政調整の当初フレームを参考に計上

　 　 　 　

第１１款　分担金及び負担金

　分担金及び負担金は、日本堤公園の占用工事終了に伴う復旧工事による都分担金の増 及び保育園保育料負担者数の増による保育費の増と（仮称）上野広小路駐車場整備及

び谷中地区まちづくりの電線類地中化工事終了に伴う東京都分担金の皆減との相殺によ り、対前年度比７．９％の増で、約７千万円の増となっています。

各項・目別の主な増減は次のとおりです。

　

第１項　分担金
千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

9,880 5,055 4,825

主な増減 帰宅困難者対策 5,000 0 5,000 新規計上

　

項　　　目

項　　　目

項　　　目

１．普通交付金

２．特別交付金

１．総務費分担金

第１項　交通安全対策特別交付金



　 千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

4,738 5,023 △ 285

主な増減 浅草保健相談センター 4,738 5,023 △ 285 施設管理経費の東京都分担金の減

99,666 76,342 23,324

主な増減 隅田公園 23,822 8,250 15,572 桜橋の落橋防止システム設置工事等に伴う墨田区分担金の増

日本堤公園 75,704 9,260 66,444 公園占用工事終了後の復旧工事に伴う東京都分担金の増

谷中地区まちづくり 0 5,000 △ 5,000 電線類地中化の工事終了による東京都分担金の皆減

（仮称）上野広小路駐車場 0 53,500 △ 53,500 駐車場整備終了に伴う東京都分担金の皆減

　

200 200 0

主な増減 体育大会 200 200 0 前年同

0 260 △ 260

主な増減 姉妹区提携スポーツ大会 0 260 △ 260 姉妹都市ゲートボール大会の隔年当番実施による墨田区分担金の皆

減

第２項　負担金
千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

37,348 422,595 △ 385,247

主な増減 心身障害者デイサービス費 1,706 6,961 △ 5,255 松が谷福祉会館の生活介護及び地域活動支援センターの利用料無料化

による減

保育費 0 358,326 △ 358,326 教育費負担金への組替えによる皆減

こどもクラブ費 0 23,598 △ 23,598 教育費負担金への組替えによる皆減

383,280 382,849 431

主な増減 公害健康被害補償費 381,322 380,779 543 予防事業助成金の実績見込みによる増

427,448 0 427,448

主な増減 保育費 402,714 0 402,714 民生費負担金からの組替えによる皆増

こどもクラブ費 24,734 0 24,734 民生費負担金からの組替えによる皆増

２．衛生費負担金

３．教育費負担金

２．衛生費分担金

項　　　目

４．教育費分担金

（民生費分担金）

３．土木費分担金

１．民生費負担金

項　　　目



第１２款　使用料及び手数料

　使用料及び手数料は、上野中央通り地下駐車場開設による自動車駐車場使用料の増と 浅草公会堂の利用料金制度の導入による公会堂使用料の減との相殺により対前年度比

２．６％の増で、約８千万円の増となっています。各項・目別の主な増減は次のとおり です。

第１項　使用料
千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

125,463 241,728 △ 116,265

主な増減 公会堂 3,720 120,237 △ 116,517 利用料金制度の導入による減

56,846 56,342 504

主な増減 ケアハウス 51,942 51,446 496 実績見込みによる増

27,060 24,887 2,173

主な増減 浅草保健相談センター 13,310 11,374 1,936 実績見込みによる増

71,035 75,281 △ 4,246

主な増減 浅草文化観光センター駐車場 28,616 16,622 11,994 実績見込みによる増

朝倉彫塑館 0 16,012 △ 16,012 保存修復工事に伴う休館による皆減

35,042 36,362 △ 1,320

主な増減 台東デザイナーズビレッジ 6,477 7,797 △ 1,320 実績見込みによる減

2,012,704 1,781,254 231,450

主な増減 住宅 473,403 461,237 12,166 特定優良賃貸住宅使用料の実績見込みによる増

自動車駐車場 395,300 166,825 228,475 上野中央通り地下駐車場開設による増

公園及び児童遊園 22,404 31,046 △ 8,642 工事施工時の一時占用の減による減

４．文化観光使用料

項　　　目

３．衛生使用料

５．産業経済使用料

２．民生使用料

６．土木使用料

１．総務使用料



千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

188,889 188,421 468

主な増減 幼稚園保育料 55,275 57,809 △ 2,534 実績見込みによる減

生涯学習センター 34,894 34,441 453 実績見込みによる増

体育施設 84,666 82,190 2,476 実績見込みによる増

　

第２項　手数料
千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

136,875 138,625 △ 1,750

主な増減 戸籍 72,422 74,021 △ 1,599 戸籍証明実績見込みによる減

住民票 29,868 31,063 △ 1,195 住民票の写し交付実績見込みによる減

住民基本台帳カード 2,288 870 1,418 住民基本台帳カード交付実績見込みによる増

540,778 574,750 △ 33,972

主な増減 食品衛生 34,134 38,274 △ 4,140 実績見込みによる減

有料ごみ処理券 494,597 524,304 △ 29,707 ごみ減量に伴う手数料収入の実績見込みによる減

5 5 0

主な増減 小売市場出店許可 5 5 0 前年同

73,297 67,220 6,077

主な増減 建築確認 6,346 3,827 2,519 申請件数の実績見込みによる増

建築中間検査 2,680 1,489 1,191 申請件数の実績見込みによる増

建築完了検査 4,615 2,538 2,077 申請件数の実績見込みによる増

292 318 △ 26

主な増減 幼稚園入園 291 317 △ 26 実績見込みによる減

　 　 　 　

３．産業経済手数料

５．教育手数料

項　　　目

７．教育使用料

２．衛生手数料

４．土木手数料

１．総務手数料

項　　　目



第１３款　国庫支出金

　国庫支出金は、（仮称）上野広小路駐車場整備終了による特定交通安全施設等整備費 の皆減と生活保護費の増及び柏葉中学校及び台東幼稚園の大規模改修による安全・安

心な学校づくり交付金の皆増並びに浅草文化観光センターの整備等によるまちづくり交 付金の増との相殺により、対前年度比１．２％の減で、約１億８千万円の減となって

います。各項・目別の主な増減は次のとおりです。

第１項　国庫負担金
千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

14,143,658 13,826,570 317,088 　

主な増減 非被用者児童手当費 276,360 261,537 14,823 実績見込みによる増

心身障害者保護費 821,655 800,509 21,146 実績見込みによる増

生活保護費 12,588,735 12,126,837 461,898 実績見込みによる増

保育委託費 0 179,644 △ 179,644 教育費負担金への組替えによる皆減

47,903 70,628 △ 22,725 　

主な増減 結核対策費 42,975 57,379 △ 14,404 勧告入院患者の実績見込みによる減

保健事業費 0 9,390 △ 9,390 都補助金への組替えによる皆減

183,888 0 183,888 　

主な増減 保育委託費 183,888 0 183,888 民生費負担金からの組替えによる皆増

第２項　国庫補助金
千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

158,852 151,857 6,995

主な増減 次世代育成支援対策交付金 26,450 29,650 △ 3,200 交付金対象事業の変更による減

セーフティネット支援対策等事業費 43,662 33,692 9,970 補助対象事業の実績見込みによる増

項　　　目

１．民生費負担金

項　　　目

１．民生費補助金

２．衛生費負担金

３．教育費負担金



千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

16,938 15,086 1,852

主な増減 結核対策費 2,655 3,004 △ 349 実績見込みによる減

感染症予防事業費 3,370 1,807 1,563 実績見込みによる増

保健所業務費 1,690 961 729 実績見込みによる増

20,109 0 20,109

主な増減 史跡等保存整備事業費 20,109 0 20,109 新規計上

233,292 1,124,719 △ 891,427

主な増減 まちづくり交付金 139,314 13,798 125,516 浅草文化観光センターの整備等の実施による増

密集住宅市街地整備促進費 29,532 0 29,532 根岸地区防災区画道路整備の実施による皆増

特定交通安全施設等整備費 0 1,045,000 △ 1,045,000 （仮称）上野広小路駐車場整備終了による皆減

212,455 14,748 197,707

主な増減 安全・安心な学校づくり交付金 196,423 0 196,423 柏葉中学校及び台東幼稚園大規模改修に伴う新規計上

幼稚園就園奨励費 13,974 12,730 1,244 実績見込みによる増

特別支援教育就学奨励費 1,172 1,202 △ 30 実績見込みによる減

第３項　国庫委託金
千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

28,216 24,630 3,586

主な増減 外国人登録事務費 25,419 24,566 853 事務処理件数の増

投票人名簿システム構築費 2,749 0 2,749 新規計上

199 197 2

主な増減 特別児童扶養手当支給事務費 199 197 2 実績見込みによる増

282 282 0

主な増減 国民健康・栄養調査費 282 282 0 前年同

３．文化観光費補助金

項　　　目

５．教育費補助金

項　　　目

２．民生費委託金

１．総務費委託金

３．衛生費委託金

４．土木費補助金

２．衛生費補助金



第１４款　都支出金

　都支出金は、（仮称）上野広小路駐車場整備終了に伴う都市計画交付金の皆減と生活 保護費の増、選挙及び国民審査実施による東京都議会議員選挙費と衆議院議員選挙及

び最高裁判所裁判官国民審査費の皆増との相殺により、対前年度比６％の減で、約３億 １千万円の減となっています。各項・目別の主な増減は次のとおりです。

第１項　都負担金
千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

3,235,752 3,226,385 9,367

主な増減 心身障害者保護費 410,797 400,253 10,544 実績見込みによる増

生活保護費 2,100,750 1,968,452 132,298 実績見込みによる増

国民健康保険財政基盤安定費 316,217 343,597 △ 27,380 保険料軽減対象者見込み数の減による減

後期高齢者医療保険基盤安定費 151,405 167,697 △ 16,292 実績見込みによる減

保育委託費 0 89,822 △ 89,822 教育費負担金への組替えによる皆減

2,148 12,298 △ 10,150

主な増減 母子育成療育費 1,837 2,597 △ 760 実績見込みによる減

保健事業費 0 9,390 △ 9,390 都補助金への組替えよる皆減

91,944 0 91,944

主な増減 保育委託費 91,944 0 91,944 民生費負担金からの組替えによる皆増

第２項　都補助金
千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

4,084 5,258 △ 1,174

主な増減 人権啓発活動費 1,459 1,511 △ 52 実績見込みによる減

生活安全啓発活動推進費 2,625 3,747 △ 1,122 実績見込みによる減

１．総務費補助金

２．衛生費負担金

項　　　目

項　　　目

１．民生費負担金

３．教育費負担金



千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

414,347 411,551 2,796

主な増減 福祉保健基盤等包括補助事業費 64,585 31,991 32,594 対象事業費の増による増

認知症高齢者グループホーム整備費 58,600 16,250 42,350 補助基準の拡大及び実績見込みによる増

障害者施策推進包括補助事業費 84,491 96,847 △ 12,356 事業体系移行に伴う精神障害者共同作業所に対する補助分の減

東京都緊急雇用創出事業費 20,028 0 20,028 新規計上

子育て支援基盤整備包括補助事業費 0 80,545 △ 80,545 教育費補助金への組替えによる皆減

51,006 17,628 33,378

主な増減 医療保健政策包括補助事業費 25,814 8,154 17,660 対象事業費の増による増

健康増進事業費 14,814 0 14,814 国庫負担金及び都負担金からの組替えによる皆増

東京都緊急雇用創出事業費 847 0 847 新規計上

11,024 6,300 4,724

主な増減 東京都緊急雇用創出事業費 970 0 970 新規計上

文化財保存事業費 10,054 0 10,054 新規計上

観光案内標識設置事業費 0 6,300 △ 6,300 補助制度終了に伴う皆減

203,381 195,253 8,128

主な増減 新元気を出せ商店街事業費 176,841 195,253 △ 18,412 商店街振興事業の実績見込みによる減

インキュベーション施設等整備費 24,000 0 24,000 平成20年度補正予算で新規計上

観光ルート整備支援事業費 2,540 0 2,540 新規計上

129,407 803,402 △ 673,995

主な増減 木造住宅密集地域整備促進 17,750 0 17,750 根岸地区防災区画道路整備の実施による皆増

地籍調査事業費 20,490 12,300 8,190 街区基準点整備の出来高見込みの増による増

東京都緊急雇用創出事業費 18,155 0 18,155 新規計上

都市計画交付金 0 714,160 △ 714,160 （仮称）上野広小路駐車場整備終了による皆減

４．文化観光費補助金

２．民生費補助金

６．土木費補助金

５．産業経済費補助金

３．衛生費補助金

項　　　目



千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

164,417 34,800 129,617 　

主な増減 保育所費 5,604 0 5,604 民生費補助金からの組替えによる皆増

児童館費 8,544 0 8,544 民生費補助金からの組替えによる皆増

子育て支援基盤整備包括補助事業費 95,205 0 95,205 民生費補助金からの組替えによる皆増

病児・病後児保育事業費 4,033 0 4,033 民生費補助金からの組替えによる皆増

放課後子ども教室推進費 14,250 3,744 10,506 実績見込みによる増

第３項　都委託金
千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

504,035 405,234 98,801

主な増減 経済センサス費 23,117 0 23,117 調査実施による皆増

徴税費 363,043 384,949 △ 21,906 住民税フラット化に伴う算定方法変更の経過措置による減

東京都議会議員選挙費 53,878 0 53,878 選挙実施による皆増

衆議院議員選挙及び最高裁判所 57,554 0 57,554 選挙及び国民審査実施による皆増

裁判官国民審査費

住宅・土地統計調査費 0 12,254 △ 12,254 調査終了による皆減

784 1,298 △ 514

主な増減 衛生統計調査費 784 1,298 △ 514 調査項目の減による減

121 874 △ 753

主な増減 都市計画費 0 792 △ 792 都市計画基礎調査終了による皆減

4,885 4,684 201

主な増減 理科支援員委託費 1,795 1,440 355 配置基準改正に伴う実績見込みの増

111,196 118,560 △ 7,364

主な増減 事務処理特例交付金 111,196 118,560 △ 7,364 実績見込みによる減

　

５．事務処理特例交付金

１．総務費委託金

７．教育費補助金

項　　　目

２．衛生費委託金

３．土木費委託金

項　　　目

４．教育費委託金



第１５款　財産収入

　財産収入は、建物貸付料及び物品売払代金の実績見込みによる減と土地貸付料の実績 見込みによる増との相殺により、対前年度比０．８％の減、約４百万円の減となって

います。各項・目別の主な増減は次のとおりです。 　

第１項　財産運用収入
千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

418,334 421,723 △ 3,389

主な増減 土地貸付料 254,134 198,077 56,057 実績見込みによる増

建物貸付料 127,189 185,215 △ 58,026 実績見込みによる減

第２項　財産売払収入
千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

2 2 0

主な増減 土地売払代金 1 1 0 科目存置

建物売払代金 1 1 0 科目存置

7,900 8,089 △ 189

主な増減 物品売払代金 7,900 8,089 △ 189 実績見込みによる減

第１６款　寄附金

　平成２１年度は、日本中央競馬会等からの寄附金を、対前年度比２．３％の減、約２ 百万円の減で計上しています。各項・目別の主な増減は次のとおりです。

第１項　寄附金
千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

77,590 79,380 △ 1,790

主な増減 一般 77,590 79,380 △ 1,790 実績見込みによる減

1 1 0

主な増減 指定 1 1 0 科目存置

１．不動産売払収入

２．物品売払収入

２．指定寄附金

項　　　目

項　　　目

１．一般寄附金

１．財産貸付収入

項　　　目



第１７款　繰入金

　繰入金は、柏葉中学校等複合施設の大規模改修工事等による増と（仮称）上野広小路 駐車場整備終了による減との相殺増による公共施設建設基金とりくずしの増及び浅草

文化観光センター整備による環境整備基金とりくずしの皆増により、対前年度比２１． ８％の増で、約５億５千万円の増となっています。各項・目別の主な増減は次のとお

りです。

第１項　基金繰入金
千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

１．郵便料金基金繰入金 1 1 0 科目存置

２．用品調達基金繰入金 2,439 2,131 308 基金運用益金の実績見込みによる増

３．台東区奨学基金繰入金 96 64 32 基金運用益金の実績見込みによる増

４．台東区社会福祉基金繰入金 4,291 3,166 1,125 基金運用益金の実績見込みによる増

５．台東区建設基金繰入金 2,841,244 2,454,249 386,995
公共施設建設基金とりくずしの増及び環境整備基金とりくずしの皆
増による増

６．台東区教育振興基金繰入金 7,844 11,914 △ 4,070 基金とりくずしの減と運用益金の増との相殺による減

７．台東区都市整備基金繰入金 145,153 3,781 141,372 基金とりくずしの皆増及び運用益金の増による増

８．財政調整基金繰入金 32,100 18,771 13,329 基金運用益金の実績見込みによる増

９．公共料金支払基金繰入金 200 1 199 基金運用益金の実績見込みによる増

10.台東区国際交流親善基金繰入金 990 660 330 基金運用益金の実績見込みによる増

11.台東区緑化推進基金繰入金 66 44 22 基金運用益金の実績見込みによる増

12.台東区定住基金繰入金 2,568 1,344 1,224 基金運用益金の実績見込みによる増

13.減債基金繰入金 20,522 14,596 5,926 基金運用益金の実績見込みによる増

14.災害対策基金繰入金 1,248 931 317 基金運用益金の実績見込みによる増

15.台東区高額療養費貸付基金繰入金 1 1 0 科目存置

第２項　特別会計繰入金
千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

１．老人保健医療会計繰入金 1 1 0 科目存置

２．用地会計繰入金 1 1 0 科目存置

項　　　目

項　　　目



第１８款　繰越金

　繰越金は、前年度同額の歳計剰余金見込みにより、１０億円を計上しています。

　 千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

第１項　繰越金 1,000,000 1,000,000 0 前年同

第１９款　諸収入

　諸収入は、台東病院等運営事業者貸付金返還金の皆増と社会福祉法人貸付金返還金 の減との相殺により対前年度比４．１％の増で、約１億９千万円の増となっています。

各項・目別の主な増減は次のとおりです。

　　 千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

第１項　延滞金､加算金及び過料 15,002 15,002 0 前年同

6,147 4,465 1,682 実績見込みによる増

4,028,109 3,894,313 133,796
台東病院等運営事業者貸付金返還金の皆増と社会福祉法人貸付金返
還金の減との相殺による増

231,821 222,324 9,497

8,452 7,555 897 生活安定応援事業費の皆増と管外児童の保育受託収入の教育費受託

収入への組替えによる減との相殺による増

7,688 6,282 1,406 予防接種受託収入の見込み増

209,240 208,487 753 掘さく道路復旧費収入の見込み増

6,441 0 6,441 管外児童の保育受託収入の民生費受託収入からの組替えによる皆増

1 1 0 特別区競馬組合配分金を科目存置で計上

第６項　介護サービス収入 1 1 0 科目存置

第７項　障害福祉サービス収入 100,564 92,468 8,096 実績見込みによる増

第２項　特別区預金利子

１．民生費受託収入

項　　　目

第５項　収益事業収入

２．衛生費受託収入

項　　　目

５．教育費受託収入

３．土木費受託収入

第４項　受託事業収入

第３項　貸付金元利収入



千円

本年度 前年度 増減額 増　減　理　由

417,028 382,867 34,161 　

170,327 163,116 7,211 社会保険料率の改定に伴う増

1 1 0 科目存置

1,124 1,016 108 道路付属物損傷弁償金等の実績見込みによる増

4,679 4,433 246 石浜橋場こども園分の実績見込みによる増

1 1 0 科目存置

６．雑入 240,896 214,300 26,596

主な増減 光熱水費受入 44,872 26,870 18,002 上野中央通り地下歩道分の新規計上による増

子ども医療費助成等返納金 4,160 9,247 △ 5,087 事務処理方法の変更による減

雑入 51,908 35,249 16,659 資源回収売払代金の増

１．納付金

第８項　雑入

項　　　目

５．小切手未払資金組入

４．賄収入

３．弁償金

２．滞納処分費


